　令和元年度　第２回座間市地域包括ケア会議及び在宅医療推進協議会（親会議）会議録
令和元年５月１４日（火）１８時３０分～２０時００分
サニープレイス　３階研修室
1． 地域ケア会議チームより
８０－５０に関して討論を子会議で実施
８０代の親が年をとり経済上や健康上の理由から５０代の子どもの面倒を見きれなくなった結果、生活困窮による共倒れや孤独死に繋がりかねないと言われている。親が引きこもりの子を隠すため社会的な孤立に陥りがち。昨年度の法改正を受けて自治体が設置できるようになった「支援会議」は構成員に守秘義務を課すことで構成員同士が安心して情報を共有できる仕組み。深刻な状況での支援の遅れや複数の課題を抱えていても多機関で必要な共有ができなかった状況を解消できる。要綱は生活援護課作成。立正大学心理学部が保健所に行った調査で、回答のあった３８機関のうち８０５０事例が発見され要請した先として包括支援センターが５８％と最も多く、孤立した本人を短期間で支援につなぐ連絡先として有効なルートであると言える。民生委員が８０５０問題を把握しているケースは多いが繋ぐ先がないことや、５０側の医療未受診や医療中断等身体状況の把握について課題が挙がっている。事例をまとめる共通フォーマットを作成しそれを元に課題を炙り出して５０側支援者に提示し話し合いや情報共有をしたい。内閣府発表の「引きこもり５４万件」という数字は３９歳までが対象であるため実際は引きこもり全体の７割を４０歳以上が占めていると言われている。どこから相談が来たケースでどこに繋げたかが８０５０問題では一つのキーになってくるため、親側と子側それぞれの課題とその他サービス提供事業者等の感じる課題を書き込めるシートで包括がケースを出し合う予定。８０５０問題は本人から相談はなく親側も引きこもりの子を隠したがるので表面化しない。別の問題で相談受ける中で知ることが多い。５０側の支援者としては無理に入っていき就労のプレッシャー掛けることで関係が切れてしまうのは避けたく個々のケースで状況は違うので慎重にいかなければいけない。
２．在宅医療推進協議会チームより
４月９日に支援室からア～クについて話し合った。医師会から組織図の提案があった。子会議・親会議で出たテーマをもとに座間市在宅医療検討委員会を作って案を練った。１：医療介護の事業体、病院、薬局、各事業体がいろんなアンケートやマップ、資料を日々更新することを一つの事業として継続していく。２：相談窓口で去年は３０件。質問内容も多岐にわたり今後充実していけると想定。３：ICT事業。活動はできておらず報告事項はない。４：介護業種別連絡会議設立支援。５：定期研修会の体系化を試みている。ケア会議で報告し次回６月に皆さんから意見いただきたい。年度末に２つ前後の事業体連絡会の設置が目標。
ライフボートより
今年度に入り座間市の第一層への案内通知を発送。予定：６月１３日１８時から。買い物支援の進捗や居場所の取組みについての進捗、第二層圏域といわれる活動の実態報告。
3． その他
あんしん自分登録について
2月に立野台地域包括で開始し５月時点で80名を超える登録。24時間体制でないことの指摘はあるが、警察から問い合わせもあるので登録に価値がある。またセンターに来てもらうことで今まで把握できなかった方の顔が見えたという効果もあった。告知は障害者支援機関や民生委員、課題検討会議で弁護士への説明やチラシ配布をお願いしたり、登録会やサロンに出向くことも検討。課題は緊急連絡先がない方への対応。登録者にお金があれば任意後見の説明をする。ただ登録して帰るだけでなく相談票や計画作成することもあり１件に時間がかかる。登録と相談を同時進行で受けていくための職員体制の課題がある。

座間市認知症施策推進会議について
昨年度、各包括に認知症支援推進委員が発足し、各包括の推進委員と座間市の推進委員、沢村病院の精神科の相談員が加わり毎月座間市の認知症施策に関する会議を行っている。認知症ケアパスという認知症の方に向けたサービスを紹介する冊子の周知が難しい。厚みがあるので、よりわかりやすいものを目指し制作中。各包括の認知症サポーター養成講座を年度末より早い時期に計画的に開催していく。昨年度アルツハイマーデーの9月に合わせてパネル展を開催しアルツハイマーを知ってもらう活動に家族や関係者200人の来場があった。認知症状が現れやすい金融機関で集中相談窓口を開設したり、小田急相模原駅を中心に「おださが認知症講座」として北里大学認知症疾患センターの協力で基調講演を開催した。最終的に「認知症徘徊者捜索模擬訓練」を行う企画で、座間社協や相模原市包括の協力もある。
「ざま手をつなぐ介護者の会」運営
座間市社協に事務局がある介護者の団体。会の存続が危うい状況。20年前の設立時と時代も変わり在り方について悩んでいる。会として維持するための役員が必要だが担い手や高齢化が課題。専門職による相談支援業務と違い当事者として同じ境遇にいる人たちの吐きだしの場としての存在は大きい。7月に座間市、海老名市、厚木市、愛川町の４市の介護者の会で話し合いの場を持つ予定。
立野台包括「ほっとカフェ」
認知症の方と家族を対象としたカフェ。介護者の会のボランティアの協力で運営。若い人は働きながら介護しているため介護者の会に入れない。アイディアがほしい。
駐車場問題について
進捗は特になく暗中模索の状態。全国的にもこの問題は切実で、国から関係機関に「警察の手続きが簡単になった」と通知があった。利用できる情報や体制、市政の声を共有して委員の皆さんにも協力いただきたい。
以上
